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1．           (           ～           )17年12月中間期の業績 平 成17年 7月 1日 平 成17年12月31日
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年12月中間期        3,175    10.6        △663 －         △702 －
16年12月中間期        2,872     8.5        △732 －         △778 －

17年 6月期        9,473－          550－          462－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年12月中間期         △434 －         △72.87 －
16年12月中間期         △501 －         △83.75 －

17年 6月期            7－           1.28          1.27
(注 )1.持分法投資損益 17年12月中間期 百万円 16年12月中間期 百万円－ －

17年 6月期 百万円－
2.期中平均株式数 17年12月中間期      5,960,566株 16年12月中間期      5,983,133株

17年 6月期      5,996,391株
3.会計処理の方法の変更 有
4.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金 (注 )17年12月中間期　中間配当金の内訳

記念配当 円 銭－ －円 銭 円銭
特別配当 円 銭17年12月中間期           0.00－ － －

16年12月中間期           0.00－

17年 6月期 －          10.00

( 3 )財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円銭
17年12月中間期       10,810       2,681     24.8         441.04
16年12月中間期       10,832       2,621     24.2         434.65

17年 6月期       10,352       3,055     29.5         515.04
(注 )1.期末発行済株式数 17年12月中間期      6,080,300株 16年12月中間期      6,030,300株

17年 6月期      5,931,900株
2.期末自己株式数 17年12月中間期         25,700株 16年12月中間期         75,700株

17年 6月期        174,100株

( 4 )キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年12月中間期       △1,148         △106        1,246          296
16年12月中間期         △956           12        1,357          997

17年 6月期          621        △320         △581          303

2．           (           ～           )18年 6月期の業績予想 平 成17年 7月 1日 平 成18年 6月30日

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期       10,000         620         330 15.00 15.00

(参考 )1株当たり予想当期純利益(通期) 54円 27銭

※ 　 業 績 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際
　 　 の 業 績 は 経 済 情 勢 等 様 々 な 不 確 定 要 因 に よ り こ れ ら の 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
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１．企業集団の状況 

 

当社グループは、当社および当社の関係会社（非連結子会社１社）により構成され、ソフトウェア開発、エンジニア

リングコンサルティングおよびパッケージソフトの事業を行っております。 

 

当社グループの事業内容等は、次のとおりであります。 

 

（ソフトウェア開発） 

当該事業は、移動通信（携帯電話・ＰＤＡ等）関連のシステムの開発、ネットワーク・マルティメディア応用システ

ムの開発、風・水・景観・電波障害等の環境問題に対する評価システムの開発、バス運行管理システムの開発、建築モ

デルのデータベース構築、工業化住宅設計システムの開発、製造業・建設業における営業支援システムの開発、ＣＡＤ・

ＣＡＭ・ＣＡＥを利用した各種システムの開発、リアルタイム制御システムの構築、ファシリティーマネジメントシス

テムの開発等を行っております。 

 

（エンジニアリングコンサルティング） 

当該事業は、超高層ビルや原子力発電所等の大規模かつ複雑な構造物の地震時の安全評価、ダム・トンネル・長大斜

面等の大型土木構造物の安定性検討、特殊構造物の大変形解析・衝撃荷重解析、免制震システムを利用した超高層建築

の設計、ビル風・大気汚染拡散等の環境問題の解析、設計支援システム・設計ＣＡＤ・設計技術データベースを用いた

一般建築物の構造設計・監理、新生産管理システムの構築、ＯＲ（オペレーションズリサーチ）手法を用いた生産・物

流シミュレーション等のコンサルティングおよびシステム分析、マーケティングコンサルティング、リスクマネジメン

ト支援、マルチエージェントシミュレータを用いたコンサルティング等を行っております。 

 

（パッケージソフト） 

当該事業は、建築ＣＡＤパッケージソフトの販売、構造解析パッケージソフトの販売、振動解析・耐震検討・流体解

析等各種エンジニアリングツールとしてのパッケージソフトの販売、システムシミュレーションパッケージソフトの販

売、マーケティングリサーチ支援のパッケージソフトの販売、意思決定支援のパッケージソフトの販売、電波伝搬解析

のパッケージソフトの販売、高速・高精度ネットワークシミュレーターの販売、統計解析パッケージソフトの販売等を

行っております。 

 

（その他） 

子会社International Logic Corporationは、米国においてソフトウェアに関する情報収集を行っております。 

   

    企業集団等について図示すると、次のとおりであります。 

得 意 先

当 社

非連結子会社（米国）
International

Logic Corporation

ソフトウェア開発

資 本

エンジニアリング
コンサルティング

パッケージソフト

情報収集

 
 



－  － 3 

２．経営方針 

(1) 経営の基本方針 

当社は、創業以来の｢大学、研究機関と実業界をブリッジする総合エンジニアリング企業｣という基本理念を全社員

が共有し、常に最高の技術を求め、事業に応用し、社会に役立つようチャレンジを続けてまいりました。 

さらに、近年は、「知識テクノロジー企業」を標榜し、多様な知識・技術を融合した総合的なコンサルティングビ

ジネスの確立に努めており、顧客満足度の高いサービスを提供し、高付加価値を生み出すための企業体質を構築する

ことを重点施策として取り組んでおります。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題としております。配当に関しましては、財務体質の一層の強化お

よび収益向上を図るとともに、適正な利益配分を行うことを基本方針とし、将来的には業績に連動した利益還元を行

うべく、配当性向を30％とすることを目指してまいります。 

なお、内部留保資金につきましては、将来の成長分野への事業開発投資、提案・コンサルティング能力の高い人材

を育成するための人材開発投資に有効活用して、企業体質をより一層強固なものとし、株主の皆様のご期待にお応え

してまいる所存であります。 

 

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社では、投資家層の拡大および流通の活性化を図るため、株式の１単元を100株としております。今後も市場の

動向を踏まえ、株式の流動化向上に関し適宜対応してまいる所存であります。 

 

(4) 目標とする経営指標 

  当社では、継続的かつ安定的な事業の拡大を通して企業価値を向上させることを経営の目標としております。経営

指標としては、事業本来の収益力を表す営業利益および営業キャッシュ・フローを重視し、これらの拡大を目指して

おります。 

 

(5) 中長期的な経営戦略 

 現在、当社では、「高付加価値の提供」をキーワードに、３ヵ年中期経営計画を実行しており、中期経営計画の達

成に向けて、以下の３つのキーワードを掲げ、自らの変革を実践しております。 

「閉じこもらないCollaboration」 ・・・ 社内、社外のパートナーとの連携 

「失敗を糧にするFeedback」 ・・・ 失敗経験を組織の力に活かす 

「情報技術の進化をリードするSpeed」 ・・・ 組織メンバーがスピードをもって行動 

また、付加価値の高いサービス提供を行うべく、以下の基本戦略を掲げ実行してまいります。 

 【戦略の柱】 

① 総合力を発揮できる企画営業力を強化することにより、事業を拡大する。 

② 常にＣＳ（顧客満足度）の計測と改善アクションを実行し、高いＣＳを実現する総合的なコンサルティング

ビジネスを拡大する。 

 【事業展開の方向性】 

① 製造業向けには、営業支援、設計支援、製造支援のソリューション並びにＩＴ化によるビジネスプロセスの

改善・改革を提案する。 

② 建設・不動産業向けには、従来の構造物設計・解析、防災・減災技術サービスの提供に加え、ＰＭ（プロジ

ェクトマネジメント）、ＦＭ（ファシリティマネジメント）分野でＩＴ化による業務の改善・改革の提案や、

不動産の証券化分野で評価や診断サービスを提案する。 

③ 情報・通信業界向けには、モバイル、ネットワークシミュレーション、新通信技術などの先端技術を駆使し

た｢企画提案営業｣を行い、既存顧客からの受注拡大および新規顧客の開拓に努める。 

④ 業界・業種を問わず、企業の経営マネジメント層に対して、企業の重要施策に対する意思決定を支援できる

ビジネスを推進する。 

 【戦略遂行のための施策】 

① 事業開発、研究開発、人材育成投資を積極的に行う。 

② 多様化する市場ニーズを満たすべく、部門間や大学・研究機関・海外のビジネスパートナーとの連携を強化

する。 

③ やる気の出る人材育成・登用制度を確立し、知識を資産として社内に蓄積し、提案やソリューションの価値

を高める。 
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＜参考＞  

 当社では、平成１７年６月期を始期とし平成１９年６月期までの３ヵ年の中期経営計画を策定し、平成１６年

８月２５日付けで以下の経営数値目標を公表しております。 

（単位：百万円） 

 平成１７年６月期 平成１８年６月期 平成１９年６月期 

 （計画） （実績） （計画） （計画） 

売 上 高 ９，５００ ９，４７３ １０，０００ １０，５００ 

営 業 利 益 ５４０ ５５０ ７３０ １,０００ 

経 常 利 益 ４２０ ４６２ ６２０ ９００ 

当 期 純 利 益 １６０ ７ ３３０ ５００ 

（注） 平成１７年６月期における当期純利益の計画と実績との乖離は、主に、確定拠出年金制度導入に伴

い、２０９百万円の特別損失を計上したことによるものでありますが、これは退職給付制度を巡る

環境の変化に早急に対応するための前向きな処理を行ったためであります。 

 

 (6) 対処すべき課題 

当社は、高付加価値を生み出す企業体質を構築するため、技術力、営業力、提案力を駆使した総合的なコンサルテ

ィングビジネスの確立を目指し、以下の課題に重点的に取り組んでおります。 

 ① 人材の育成・確保 

人材が企業最大の資産であるとの信念のもと、人材に対する投資を積極的に行っており、そこから生み出された知

識を新たな資産として社内に蓄積していくことで、提案・コンサルティング能力の高い人材を育成してまいります。 

また、リクルーティング活動にも、より一層注力し、新卒採用、中途採用を問わず、優秀な人材の確保に一層努め

てまいります。 

 ② パートナーとの連携強化 

多様化・複雑化する社会や企業のニーズに応えるため、これまでにも、海外パートナーとの資本提携やＬＬＰ

(Limited Liability Partnership)制度を活用した共同研究開発プロジェクトへの参画等を実施してまいりました。今後も、

当社の有するナレッジを融合した形での企画提案や業界・国境を超えたパートナーシップを構築していくことで、新

規顧客の開拓や既存顧客への新たなサービス提供に努めてまいります。 

また、投資を伴う事業提携や新規事業参入を推進することで、リスクとのバランスを考慮しつつ、収益・事業の拡

大にも積極的にチャレンジしてまいります。 

 ③ 成果物の品質向上 

従来から品質重視を最優先とした事業活動に取り組んでまいりました。特に、ソフトウェア開発業務においては、

プロジェクト管理手法の確立や国際的な品質基準であるＩＳＯ９００１を運用・推進しており、今後も、開発手法の

効率化と成果物の品質確保をより一層強固なものとしてまいります。 

また、昨今、世間を騒がせている構造設計業務については、創業以来培ってきた技術をもとに、この業務分野のリ

ーディングエッジに位置する事務所として、設計者としての信念を貫き、組織的な設計品質の確保に努めております。

今後とも、業務を誠実かつ真摯に遂行することで、社会的な貢献を進めてまいります。 

さらに、昨年11月に認証を取得したＩＳＯ１４００１に基づき、全社一丸となって環境保護活動に取り組んでおり、

事業と環境の融合を通じて循環型社会の実現に貢献してまいります。 

 

(7) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、経営環境や社会環境の変化に適切に対処するためには、より迅速かつ適切な意思決定や業務執行を実現

していくことが不可欠であるとの認識のもと、コーポレート・ガバナンスの強化に積極的に取り組んでおります。 

 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 a. 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制 

当社は、監査役制度採用会社として、取締役会による業務執行の決定と取締役の職務執行状況の監督、さらに独立

性をもった監査役による取締役の職務執行状況および事業運営全般にわたる監査の実施により、コーポレート・ガバ

ナンスの実効性を高め、効率性、透明性の高い経営体制の確立に向けて積極的に取り組んでおります。 
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（取締役会） 

取締役会は、５名の取締役で構成され、少人数による効率的な監督体制を敷いております。定例取締役会は、原則

として毎月１回以上開催し、経営の基本方針、法定事項およびその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行の監

督をしております。なお、重要案件が生じた場合には、必要に応じて臨時取締役会を開催いたします。 

（監査役会） 

監査役会は、３名の監査役（常勤１名、非常勤２名）から構成されており、内２名は「株式会社の監査等に関する

商法の特例に関する法律」に定める社外監査役であります。各監査役は、取締役会等の重要な会議に参加し、経営全

般または個別案件に関する客観的かつ公平な意見陳述を行うとともに、会社の業務運営全般にわたるチェック機能の

強化に取り組んでおります。 

なお、社外監査役と当社との間には取引等の利害関係はありません。 

（執行役員会議） 

当社では、執行役員制度を導入し、取締役による経営監督機能の強化と執行役員の業務執行責任の明確化を図って

おります。執行役員会議は、原則として毎月１回以上開催し、業務活動状況と諸施策に関する進捗状況の確認や審議

を通じて情報の共有化を促し、事業運営の効率性、透明性を高めることに努めております。 

（リスク管理体制） 

当社は、コンプライアンス部にリスク情報を集約し、経営陣に随時報告することで、全社的かつ統一的な対応をと

る体制を敷いております。 

また、社外の有識者を交えて、事業に関連する諸問題について広い視野から闊達な意見交換を行う事業評価会議を

開催して、多角的な検討を進めているほか、事業リスクのみならず、災害時や労務・財務面についてもコンプライア

ンス会議を通じたリスク管理体制を強化しており、必要に応じて顧問弁護士にもアドバイスをお願いしております。 

なお、個人情報保護、情報セキュリティに関しては、既に基本方針や社内規程を定め、それらについての社員教育

に努めるなどリスクマネジメントを推進しております。 

（会計監査） 

当社は、築地監査法人と監査契約を締結し、通常の会計監査を受けるとともに、重要な会計課題についても随時相

談・検討を実施しており、適正な会計処理および透明性の高い経営に努めております。 

なお、当社と同監査法人および業務執行社員との間には、利害関係はありません。 

 b. 社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

人的関係、資本的関係等は一切ありません。 

 c. コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組み 

昨年７月より、取締役と執行役員の兼務を一部に限定し、経営と業務執行を分離することで、取締役による事業の

リスク管理など経営監督機能を強化するとともに、業績目標数値に関する執行役員の業務責任を明確にいたしました。 

さらに、コンプライアンス部を新設し、法務、広報、ＩＲが一体となったリスク管理体制を整えるとともに、株主・

投資家の皆様をはじめ社会に向けて積極的に情報を発信していくことで、中長期的な企業価値の向上に取り組んでお

ります。 

 

(8) 親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(9) その他、会社の経営上の重要な事項 

該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

(1) 経営成績 

① 当中間会計期間の概況 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により、景気は緩やかな回復基調で推移してまいりまし

た。 

情報サービス産業におきましても、顧客企業の収益回復や堅調な設備投資により、比較的堅調に推移しておりま

すが、競争激化やコスト意識の高まり、技術の高度化、複雑化等と相まって、依然として厳しい環境が続いており

ます。 

このような状況の下で、当社は、多様なニーズに総合力を発揮して高付加価値を提供するコンサルティングビジ

ネスの確立に努めてまいりました。 

以上の結果、当社の当中間会計期間の業績は、受注高は 52億 82 百万円（前年同期比 6.4％増）、受注残高は 55

億 12 百万円（前年同期比11.6％増）、売上高は 31億 75百万円（前年同期比 10.6％増）となりました。 

また、利益面につきましては、経常損失が７億２百万円、中間純損失は４億 34百万円となりました。 

なお、前期末時点で申請中であった厚木市ふれあいプラザの設計瑕疵に伴う建築家賠償責任保険による填補額が

確定し、当該保険金収入 25百万円を当中間会計期間期の特別利益として計上しております。 

上記の通り、受注高、売上高は、前年同期に比し好調であり、利益も改善され、事業活動は概ね計画通りに推移

しているものと判断しております。 

 

（経営成績の季節的変動について） 

当社は、ソフトウェア開発およびエンジニアリングコンサルティングによる売上高が高い比率を占めており、こ

れら成果品の引渡しが、顧客企業の多くが決算期を迎える３月末から６月末に集中する傾向があることから、売上

高および経常利益は、上半期に比較して下半期の割合が高くなる傾向にあります。最近３事業年度における当社の

上半期・下半期の業績の推移は、下表のとおりであります。 

（単位：百万円） 

平成１６年６月期 平成１７年６月期 平成１８年６月期   
上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期（見込み） 

売  上  高 ２，６４７ ６，２３０ ２，８７２ ６，６０１ ３，１７５ ６，８２４ 

営 業 利 益 又 は 

営業損失（△） 
△８８３ １，２５８ △７３２ １，２８２ △６６３ １，３９３ 

経 常 利 益 又 は 

経常損失（△） 
△９３４ １，２０９ △７７８ １，２４０ △７０２ １，３２２ 

 （注）1.下半期の数値は、通期の数値より上半期の数値を差し引いたものであります。 

    2.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 

（事業別の状況について） 

 

【ソフトウェア開発】 

ソフトウェア開発事業における当中間会計期間の売上高は、15億 74 百万円（前年同期比18.6％増）となりまし

た。 

特に、当上半期は、通信業向けの移動通信・モバイル・ネットワーク関連のシステムが好調に推移いたしました。 

しかし、製造業向けの営業支援システム・設計支援システムは、契約納期が下半期に集中しているため、当上半

期の業績には寄与しておりません。 

    

【エンジニアリングコンサルティング】 

エンジニアリングコンサルティング事業における当中間会計期間の売上高は、６億 48百万円（前年同期比4.9％

減）となりました。 

しかし、当該事業は、新規事業と不採算事業の戦略的組み換えを進めており、継続業務のみで比較すると、売上

高は前年同期と比べ増加しております。 

特に、当上半期は、地震・防災関連のコンサルティング業務が堅調に推移したほか、マーケティング・意思決定

支援のコンサルティング業務が好調に推移いたしました。 

なお、昨年 11 月に発覚した姉歯元建築士による耐震強度偽装事件により、構造設計業務が見直され、当社にも

受注引き合いが増加しておりますが、当上半期の業績には寄与しておりません。 

 

【パッケージソフト】 

パッケージソフト事業における当中間会計期間の売上高は、９億 52百万円（前年同期比 10.5％増）となりまし

た。 

特に、昨年投入した新製品である電波伝搬解析ツール「RapLab」、高速・高精度ネットワークシミュレーター
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「QualNet」、統計解析ソフトウェア「MINITAB」等が業績に寄与し始めております。 

 

② 通期の見通し 

通期の見通しにつきましては、企業収益の改善に伴い、情報化投資の伸びも期待されます。 

このような状況の中で、当社はさらなる成長を目指し、「高付加価値サービスの提供」を基本戦略に掲げ、技術

力・営業力・提案力を総合的に駆使して、多角的な視点で顧客の抱える問題解決に向けた取り組みを引き続き進め

てまいります。 

通期の業績につきましては、予期しない国際環境、経済状況の変化など様々な影響を受ける可能性がありますが、

売上高 100 億円（前期比5.6％増）、経常利益６億 20百万円（前期比 34.1％増）、当期純利益３億 30百万円と期初

予想どおりの業績を達成できるものと見込んでおります。 

 

(2) 財政状態 

   当中間会計期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期末に比べて701百万円減少し、

296百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、下記のとおりであります。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

   当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は、1,148百万円（前期同期比191百万円の資金の減少）と

なりました。 

 これは主に税引前中間純損失698百万円、たな卸資産の増加額861百万円を反映したものであります。 

   

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

   当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、106百万円（前期同期比118百万円の資金の減少）とな

りました。 

 これは主に無形固定資産の取得による支出80百万円、投資有価証券の取得による支出38百万円を反映したもので

あります。 

 

  ③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

   当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、1,246百万円（前期比110百万円の資金の減少）となり

ました。 

 これは主に短期借入金の純増加額1,130百万円によるものであります。 

 

(3) 事業等のリスク 

   当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性のある主なリスクには以下のようなものがあります。 

   なお、文中における将来に関する事項は、当中間会計期間末現在において当社が判断したものであります。 

 

  ① 経営成績の季節的変動について 

  前記「(1)経営成績 ①当中間会計期間の概況」の文中の「経営成績の季節的変動について」の項をご参照くだ

さい。 

 

  ② 借入依存度が高いことについて 

   当社は、運転資金を主として借入金によって調達しており、また平成９年３月期以降、本社新館ビル用地の取得

やビル建設に伴い借入金が増加しております。その結果、負債・資本合計に占める長期・短期借入金の割合は、平

成15年12月中間期末は62.9％、平成16年12月中間期末は58.7％、平成17年12月中間期末は52.8％と順調に減少しつ

つありますが、未だ高い比率で推移しております。従って、今後の金利変動によっては当社の経営成績が影響を受

ける可能性があります。 

 

  ③ 個人情報保護について 

   当社では、個人情報保護の重要性を十分に認識して、社内の管理体制を確立するとともに、プライバシーマーク

の認定企業として、当社社員への教育を徹底し、個人情報の保護に努めておりますが、万が一、情報漏洩が発生し

た場合には取引先の信用失墜のみならず、損害賠償を受ける可能性もあり、当社の経営成績が影響を受ける可能性

があります。 
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４．中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

（単位：千円、単位未満切捨て） 

当中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 

前中間会計期間末 

（平成16年12月31日） 

前 事 業 年 度 

要約貸借対照表 

（平成17年６月30日） 

期  別 

 

科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（ 資 産 の 部 ）       

Ⅰ 流 動 資 産       

1．現 金 及 び 預 金 296,486  997,501  303,795  

2．受 取 手 形※４ 34,712  34,938  122,551  

3．売  掛  金 1,196,476  959,688  1,873,273  

4．た な 卸 資 産 1,564,424  1,423,542  703,634  

5．そ の 他※３ 787,609  740,797  413,093  

貸 倒 引 当 金 △ 40,474  △ 33,101  △ 64,647  

流 動 資 産 合 計 3,839,234 35.5 4,123,368 38.1 3,351,701 32.4 

Ⅱ 固 定 資 産       

1．有 形 固 定 資 産※１       

(1) 建 物※２ 1,925,480  2,009,630  1,967,532  

(2) 土 地※２ 3,568,407  3,597,417  3,597,417  

(3) そ の 他 73,292  83,378  75,424  

有 形 固 定 資 産 合 計 5,567,180  5,690,426  5,640,373  

2．無 形 固 定 資 産 437,791  418,361  471,088  

3．投 資 そ の 他 の 資 産 1,051,664  675,583  962,932  

貸 倒 引 当 金 △ 84,913  △ 74,877  △ 73,344  

投資その他の資産合計 966,750  600,706  889,587  

固 定 資 産 合 計 6,971,722 64.5 6,709,494 61.9 7,001,049 67.6 

資 産 合 計 10,810,956 100.0 10,832,863 100.0 10,352,751 100.0 
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（単位：千円、単位未満切捨て） 

当中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 

前中間会計期間末 

（平成16年12月31日） 

前 事 業 年 度 

要約貸借対照表 

（平成17年６月30日） 

期  別 

 

科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（ 負 債 の 部 ）       

Ⅰ 流 動 負 債       

1．買 掛 金 610,750  411,602  523,343  

2．短 期 借 入 金 1,830,000  1,930,000  700,000  

3．１年以内に返済予定の長期借入金※２ 1,265,000  1,252,500  1,190,000  

4．そ の 他※３ 762,413  706,755  1,257,539  

流 動 負 債 合 計 4,468,164 41.3 4,300,858 39.7 3,670,883 35.5 

Ⅱ 固 定 負 債       

1．長 期 借 入 金 ※２ 2,613,750  3,178,750  2,606,250  

2．退 職 給 付 引 当 金 928,005  598,064  886,301  

3．役員退職慰労引当金 119,410  134,150  134,150  

固 定 負 債 合 計 3,661,165 33.9 3,910,964 36.1 3,626,701 35.0 

負 債 合 計 8,129,329 75.2 8,211,822 75.8 7,297,584 70.5 

       

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金 1,010,200 9.3 1,010,200 9.3 1,010,200 9.8 

Ⅱ 資 本 剰 余 金       

1．資 本 準 備 金 252,550  252,550  252,550  

2．そ の 他 資 本 剰 余 金 878,481  878,410  878,275  

   資 本 剰 余 金 合 計 1,131,031 10.5 1,130,960 10.4 1,130,825 10.9 

Ⅲ 利 益 剰 余 金       

1．任 意 積 立 金 340,070  419,577  419,577  

2．中間(当期)未処分利益 183,460  88,865  597,617  

   利 益 剰 余 金 合 計 523,530 4.8 508,443 4.7 1,017,195 9.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 33,005 0.3 7,609 0.1 6,245 0.1 

Ⅴ 自 己 株 式 △ 16,139 △0.1 △ 36,172 △0.3 △ 109,300 △1.1 

資 本 合 計 2,681,627 24.8 2,621,041 24.2 3,055,166 29.5 

負 債 ・ 資 本 合 計 10,810,956 100.0 10,832,863 100.0 10,352,751 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

（単位：千円、単位未満切捨て） 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

要約損益計算書 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

期  別 

 

科  目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高   ※４ 3,175,619 100.0 2,872,538 100.0 9,473,576 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価   ※４ 2,472,985 77.9 2,368,151 82.4 6,444,530 68.0 

売 上 総 利 益 702,634 22.1 504,387 17.6 3,029,046 32.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４ 1,366,231 43.0 1,236,637 43.1 2,478,915 26.2 

営 業 利 益 又 は

営 業 損 失 ( △ )   
△ 663,597 △20.9 △ 732,249 △25.5 550,130 5.8 

Ⅳ 営 業 外 収 益    ※１ 10,815 0.3 8,236 0.3 18,758 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用    ※２ 50,177 1.5 54,033 1.9 106,503 1.1 

経 常 利 益 又 は

経 常 損 失 ( △ )   
△ 702,960 △22.1 △ 778,046 △27.1 462,385 4.9 

Ⅵ 特 別 利 益 39,471 1.2 24,669 0.9 ― ― 

Ⅶ 特 別 損 失   ※６ 34,695 1.1 53,650 1.9 384,526 4.1 

税引前当期純利益又は

税引前中間純損失(△)  
△ 698,184 △22.0 △ 807,027 △28.1 77,858 0.8 

法人税、住民税及び事業税※５ 4,989 0.2 4,976 0.1 293,000 3.1 

法 人 税 等 調 整 額※５ △ 268,828 △8.5 △ 310,899 △10.8 △ 222,789 △2.4 

当 期 純 利 益 又 は

中 間 純 損 失 (△ ) 
△ 434,346 △13.7 △ 501,104 △17.4 7,647 0.1 

前 期 繰 越 利 益 617,806  589,969  589,969  

中間(当期)未処分利益 183,460  88,865  597,617  
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(3) 中間キャッシュ・フロー計算書 

 （単位：千円、単位未満切捨て） 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

 

前事業年度

要約キャッシュ・フロー計算書 

自平成16年７月１日
（ 至平成17年６月30日 ） 

 

期  別 

 

科  目 

金  額 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

1．税引前当期純利益又は税引前中間純損失(△)  △ 698,184 △  807,027 77,858 

2．減価償却費 162,775 178,083 356,639 

3. 減損損失 29,010 ― ― 

4. 退職給付引当金の増加額 41,704 76,347 364,584 

5. 受取利息及び受取配当金 △ 22 △ 72 △ 2,542 

6．支払利息 47,090 52,889 103,963 

7. 売上債権の減少額又は増加額 (△) 813,536 862,099 △ 268,015 

8. たな卸資産の減少額又は増加額 (△) △ 861,826 △ 629,563 127,185 

9. 仕入債務の減少額(△)又は増加額 54,936 △ 36,868 128,121 

10. 未払費用の減少額(△)又は増加額 △ 480,421 △ 434,066 52,918 

11. 未払消費税等の減少額  △ 94,168 △ 113,260 △ 26,885 

12. 預り金の減少額(△)又は増加額 140,598 ― △ 9,531 

13．その他 △ 50,885 64,254 18,186 

     小  計 △ 895,858 △ 787,183 922,484 

14．利息及び配当金の受取額 37  108 2,584 

15．利息の支払額 △ 49,430 △ 55,624 △ 101,598 

16. 法人税等の支払額 △ 202,937 △ 113,508 △ 201,553 

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,148,188 △ 956,208 621,917 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

1．有形固定資産の取得による支出 △ 13,594 △ 12,420 △ 19,385 

2. 無形固定資産の取得による支出 △ 80,313 △ 46,295 △ 218,007 

3. 投資有価証券の取得による支出 △ 38,014 △ 21,080 △ 125,299 

4. 投資有価証券の売却等による収入 ― 87,943 87,943 

5. 保険積立金の解約等による収入 36,959 ― ― 

6．その他 △ 11,098 4,558 △ 45,677 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 106,061 12,705 △ 320,426 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

1．短期借入金の純増加額 1,130,000 1,430,000 200,000 

2．長期借入れによる収入 700,000 650,000 650,000 

3．長期借入金の返済による支出 △ 617,500 △ 682,500 △ 1,317,500 

4. 自己株式の取得による支出 ― △ 23,983 △ 98,388 

5. 自己株式の処分による収入 93,366 42,982 43,687 

6. 配当金の支払額 △ 58,926 △ 59,297 △ 59,297 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,246,940 1,357,201 △ 581,498 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 7,309 413,698 △ 280,007 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 303,795 583,803 583,803 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 296,486 997,501 303,795 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

期  別 

 

区  分 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

１．資産の評価基準及び評
価方法 

(1) たな卸資産 
① 半製品 

個別法による原価法 
② 仕掛品 

個別法による原価法 
 

(1) たな卸資産 
① 半製品 

同左 
② 仕掛品 

同左 
 

(1) たな卸資産 
① 半製品 

同左 
② 仕掛品 

同左 
 

 (2) 有価証券 
① 子会社株式及び関連会    
  社株式 

移動平均法による原価 
法 

② その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価
差額は、全部資本直入法
により処理し、売却原価
は、移動平均法により算
定) 
 
時価のないもの 
移動平均法による原価 
法 
なお、有限責任事業組

合およびそれに類する組
合への出資(証券取引法
第２条第２項により有価
証券とみなされるもの)
については、組合契約に
規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む
方法によっております。 

 

(2) 有価証券 
 
 
 
 
 その他有価証券 
時価のあるもの 
同左 
 
 
 
 
 
 
時価のないもの 
移動平均法による原価 
法 
 

(2) 有価証券 
① 子会社株式及び関連会    
 社株式 
 移動平均法による原価 

   法 
② その他有価証券 

時価のあるもの 
期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額
は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は、
移動平均法により算定) 
 
 
時価のないもの 
同左 
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期  別 

 

区  分 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

２．固定資産の減価償却の
方法 

(1) 有形固定資産 
定率法 
ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物
（その付属設備を除く）
については定額法によっ
ております。 
なお、耐用年数および

残存価額は、法人税法の
規定と同一の方法に基づ
いております。 
また、中間財務諸表作

成基準注解２により、事
業年度に係る減価償却費
の額を期間按分する方法
によっております。 
 
 

(2) 無形固定資産 
① 市場販売目的のソフト

ウェア 
見込販売期間（３年以

内）における見込販売収
益に基づく償却額と販売
可能な残存販売期間に基
づく均等配分額を比較
し、いずれか大きい額を
計上する方法 
② 自社利用のソフトウェ

ア 
社内における利用可能

期間（５年）に基づく定
額法 
③ その他の無形固定資産 

定額法 
 
なお、耐用年数は、法 

人税法の規定と同一の方
法に基づいております。 

 
(3) 取得価額10万円以上20

万円未満の減価償却資
産 
３年均等償却 

(1) 有形固定資産 
同左 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 無形固定資産 
① 市場販売目的のソフト

ウェア 
同左 

 
 
 
 
 
 
② 自社利用のソフトウェ

ア 
同左 
 
 

③ その他の無形固定資産 
同左 

 
 
 
 
 
(3) 取得価額10万円以上20

万円未満の減価償却資
産 
同左 

(1) 有形固定資産 
定率法 
ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物
（その付属設備を除く）
については定額法によっ
ております。 
なお、耐用年数および

残存価額は、法人税法の
規定と同一の方法に基づ
いております。 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 無形固定資産 
① 市場販売目的のソフト

ウェア 
同左 

 
 
 
 
 
 
② 自社利用のソフトウェ

ア 
同左 
 
 

③ その他の無形固定資産 
同左 

 
 
 
 
 
(3) 取得価額10万円以上20

万円未満の減価償却資
産 
同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

(1) 貸倒引当金 

同左 
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期  別 

 

区  分 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。 

なお、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(15年)による按分

額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理する

こととしております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。 

なお、会計基準変更時

差異（521,521千円）は、

５年による按分額を費用

処理しております。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することと

しております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時

差異（521,521千円）は、

５年による均等額を費用

処理しております。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することと

しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に充てるため、当社内

規に基づく中間会計期間

末要支給額を計上してお

ります。 

   なお、取締役会の決議        

による当該内規の変更に

より、平成13年７月１日

以降の在職期間に対応す

る役員退職慰労引当金に

ついては、その繰入を行

っておりません。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に充てるため、当社内

規に基づき計上しており

ます。 

なお、取締役会の決議        

による当該内規の変更に

より、平成13年７月１日

以降の在職期間に対応す

る役員退職慰労引当金に

ついては、その繰入を行

っておりません。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金および要求払預金から

なっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金

および要求払預金からなっ

ております。 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税

の会計処理は税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

 

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 

自平成17年７月１日 自平成16年７月１日 自平成16年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） （ 至平成16年12月31日 ） （ 至平成17年６月30日 ） 
(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号)を適用し

ております。 

  これにより税引前中間純損失が

29,010千円増加しております。 

  なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き当該資産の金額から直接控除して

おります。 

― ― 

 

表示方法の変更 

 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ）

 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ）

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間会計期間において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた「預り金の増加額」（前

中間会計期間35,630千円）は、当中間会計期間において

は金額の重要性が増したため、「預り金の減少額(△)又

は増加額」として独立掲記しております。 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

１．前中間会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「未払費用の減

少額」（前中間会計期間33,450千円）は、当中間会計期

間においては金額の重要性が増したため、「未払費用

の減少額(△)又は増加額」として独立掲記しておりま

す。 

 ２．前中間会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「未払消費税等

の減少額」（前中間会計期間55,443千円）は、当中間会

計期間においては金額の重要性が増したため、「未払

消費税等の減少額(△)又は増加額」として独立掲記し

ております。 

 ３．前中間会計期間において独立掲記しておりました投

資活動によるキャッシュ・フローの「敷金の減少によ

る収入」（当中間会計期間1,932千円）は、当中間会計

期間においては金額の重要性が乏しいため、投資活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

しております。 
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追加情報 

 

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 

自平成17年７月１日 自平成16年７月１日 自平成16年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） （ 至平成16年12月31日 ） （ 至平成17年６月30日 ） 

― ― （外形標準課税） 

  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割および

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費

が23,709千円増加し、営業利益、経

常利益および税引前当期純利益が、

23,709千円減少しております。 

 

（退職給付制度） 

  当社は平成17年７月１日付で退職

給付制度の改訂を行い、従来の適格

退職年金制度から確定拠出年金制度

および退職一時金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。 

本移行による影響額209,481千円

については、「適格退職年金制度終

了損失」として特別損失に計上して

おります。 
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注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 

（平成17年12月31日） 

前中間会計期間末 

（平成16年12月31日） 

前 事 業 年 度 末  

（平成17年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,614,944千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,553,882千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,580,300千円 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

(1) 担保差入資産 (1) 担保差入資産 (1) 担保差入資産 

 建   物 1,438,560千円  

 土   地 2,907,786千円  

 計 4,346,347千円   

 建   物 1,494,927千円  

 土   地 2,907,786千円  

 計 4,402,713千円   

 建   物 1,465,597千円 

 土   地 2,907,786千円 

 計 4,373,384千円  
(2) 債務の内容 (2) 債務の内容 (2) 債務の内容 

 長期借入金（１年以内に返済

予定の長期借入金を含む） 

1,798,750千円 

 

 

 長期借入金（１年以内に返済

予定の長期借入金を含む） 

2,073,750千円 

 

 

 長期借入金（１年以内に返済

予定の長期借入金を含む） 

1,936,250千円 

 

 
※３ 消費税等の処理 

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺せず、それぞれ流動資産の

「その他」および流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

※３ 消費税等の処理 

同左 

― 

※４ 中間会計期間末日満期手形 

手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間

末日が金融機関の休日のため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形   4,763千円 

※４ 中間会計期間末日満期手形 

手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間

末日が金融機関の休日のため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれておりま

す。 

  受取手形   7,214千円 

― 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

 受 取 利 息 3千円    受 取 利 息 51千円    受 取 利 息 75千円   
※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

 支 払 利 息 47,090千円    支 払 利 息 52,889千円    支 払 利 息 103,963千円   
３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 53,366千円  

 無形固定資産 109,408千円   

 有形固定資産 59,692千円  

 無形固定資産 118,390千円   

 有形固定資産 118,343千円  

 無形固定資産 238,295千円   
※４ 当社の売上高は、事業年度の上

半期と下半期との間に著しい変動

があります。なお、当中間会計期

間末に至る一年間の売上高および

営業費用は次のとおりでありま

す。 

（単位：千円） 

 
売上高 営業費用 

前事業年

度下半期 
6,601,037 5,318,657

当 中 間 

会計期間 
3,175,619 3,839,217

合  計 9,776,657 9,157,875

 

 

※４ 当社の売上高は、事業年度の上

半期と下半期との間に著しい変動

があります。なお、当中間会計期

間末に至る一年間の売上高および

営業費用は次のとおりでありま

す。 

（単位：千円） 

 
売上高 営業費用 

前事業年

度下半期 
6,230,346 4,972,125

当 中 間 

会計期間 
2,872,538 3,604,788

合  計 9,102,885 8,576,913

 

 

― 

※５ 当中間会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額は、当事業

年度において予定している利益処

分によるプログラム等準備金、固

定資産圧縮積立金および特別償却

準備金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計算し

ております。 

※５ 同左 ― 
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当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

※６ 減損損失 

  当社は、以下の資産について減損

損失を計上しました。 

  

用途 遊休 

種類 土地 

場所 福島県白河郡 

西郷村 

金額 29,010千円 

  (経緯) 

   上記の土地については、事業所

予定地として取得しましたが、現

在は遊休資産としております。 

   今後の利用計画も無く、地価も

著しく下落しているため、減損損

失を認識いたしました。 

  (グルーピングの方法) 

   原則として事業区分別に区分

し、将来の使用が見込まれていな

い遊休資産については個々の物件

単位でグルーピングをしておりま

す。 

  (回収可能価額の算定方法等) 

   正味売却価額、不動産鑑定評価

基準 

― ― 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 

自平成17年７月１日 自平成16年７月１日 自平成16年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） （ 至平成16年12月31日 ） （ 至平成17年６月30日 ） 
現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸 

借対照表に掲記されている科目の金 

額との関係 

現 金 及 び 預 金 296,486千円  現 金 及 び 預 金 997,501千円  現 金 及 び 預 金 303,795千円  

現金及び現金同等物 296,486千円  現金及び現金同等物 997,501千円  現金及び現金同等物 303,795千円  
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間会

計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間会

計期間末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および期末残

高相当額 
 

 
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間会計

期間末残

高相当額 

 

  千円 千円 千円 

 機 械 及

び 装 置 
22,875 11,938 10,936

 

 器 具 及

び 備 品 
116,216 84,116 32,100

 

 ソ フ ト

ウ ェ ア 
31,022 19,092 11,929

 

 
合 計 170,114 115,147 54,966

 

 

 

 
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間会計

期間末残

高相当額 

 

  千円 千円 千円 

 機 械 及

び 装 置 
157,303 130,240 27,062

 

 器 具 及

び 備 品 
145,376 109,139 36,237

 

 ソ フ ト

ウ ェ ア 
84,978 62,391 22,586

 

 
合 計 387,658 301,771 85,886

 

 

 

 
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

 

  千円 千円 千円 

 機 械 及

び 装 置 
78,826 64,732 14,093

 

 器 具 及

び 備 品 
114,604 79,992 34,611

 

 ソ フ ト

ウ ェ ア 
57,119 41,788 15,330

 

 
合 計 250,550 186,514 64,036

 

 
   

２．未経過リース料中間会計期間末残

高相当額 

２．未経過リース料中間会計期間末残

高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 一 年 以 内 26,361千円 

 一  年  超 32,400千円 

 計 58,761千円   

 一 年 以 内 42,992千円  

 一  年  超 49,024千円  

 計 92,017千円  

 一 年 以 内 27,096千円 

 一  年  超 39,330千円 

 計 66,427千円  
３．支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

 支払リース料 15,880千円 

 減価償却費相当額 14,233千円 

 支払利息相当額 1,028千円   

 支払リース料 38,087千円  

 減価償却費相当額 34,213千円  

 支払利息相当額 1,784千円  

 支払リース料 68,953千円 

 減価償却費相当額 58,925千円 

 支払利息相当額 3,144千円  
４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

   同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 同左 
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産の状況 

（単位：千円、単位未満切捨て） 

期  別 

 

事業区分 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 1,899,319 1,524,752 3,239,897 

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 

コ ン サ ル テ ィ ン グ 
722,275 799,301 1,638,769 

パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト 700,671 623,006 1,465,866 

合 計 3,322,267 2,947,060 6,344,533 

（注）金額は総製造費用から他勘定振替高を控除した金額によっており、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注の状況 

  （単位：千円、単位未満切捨て） 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

期  別 

 

 

区 

事業区分         分 
受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 3,046,078 3,447,641 2,677,337 2,826,503 5,221,958 1,976,151 

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 

コ ン サ ル テ ィ ン グ 
1,226,291 1,749,311 1,373,278 1,775,398 2,544,247 1,171,229 

パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト 1,010,598 315,180 916,663 338,249 2,266,746 257,404 

合 計 5,282,967 5,512,133 4,967,279 4,940,150 10,032,952 3,404,785 

（注）金額は販売価額によっており、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 販売の状況 

（単位：千円、単位未満切捨て） 

期  別 

 

事業区分 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 1,574,588 1,328,137 4,723,109 

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 

コ ン サ ル テ ィ ン グ 
648,208 681,938 2,457,076 

パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト 952,822 862,463 2,293,390 

合 計 3,175,619 2,872,538 9,473,576 

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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６．有 価 証 券  

当中間会計期間末（平成17年12月31日） 

１．時価のある有価証券 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

  （単位：千円、単位未満切捨て） 

区 分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差  額 

株 式 19,608 71,951 52,343 

債 券 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

計 19,608 71,951 52,343 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円、単位未満切捨て） 

区 分 中間貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式 253,308 

有限責任事業組合出資金 25,010 

計 278,318 

 

前中間会計期間末（平成16年12月31日） 

１．時価のある有価証券 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

  （単位：千円、単位未満切捨て） 

区 分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差  額 

株 式 19,608 32,680 13,072 

債 券 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

計 19,608 32,680 13,072 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円、単位未満切捨て） 

区 分 中間貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 132,538 

計 132,538 
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前事業年度末（平成17年６月30日） 

１．時価のある有価証券 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

  （単位：千円、単位未満切捨て） 

区 分 取得原価 貸借対照表計上額 差  額 

株 式 19,608 33,082 13,474 

債 券 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

計 19,608 33,082 13,474 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円、単位未満切捨て） 

区 分 貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式 234,056 

計 234,056 

 

 

７．デリバティブ取引 

 

当中間会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

前中間会計期間（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

前 事 業 年 度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

 

 

８．持分法投資損益等 

 

当中間会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

前中間会計期間（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

該当事項はありません。 
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９．１株当たり情報 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ）

 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ）

 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ）

 

１株当たり純資産額 441円04銭

 

１株当たり純資産額 434円65銭

 

１株当たり純資産額 515円04銭

 
１株当たり中間純損失 72円87銭

 

１株当たり中間純損失 83円75銭

 

１株当たり当期純利益 １円28銭

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であるため、記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であるため、記載し

ておりません。 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

１円27銭

 

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の 

  とおりであります。 
    

 

当中間会計期間 

自平成17年７月１日 
（ 至平成17年12月31日 ） 

前中間会計期間 

自平成16年７月１日 
（ 至平成16年12月31日 ） 

前 事 業 年 度 

自平成16年７月１日 
（ 至平成17年６月30日 ） 

中間損益計算書上の中間純
損失（△）又は当期純利益 
(千円) 

△ 434,346 △ 501,104     7,647 

普通株式に係る中間純損失
（△）又は当期純利益(千円) 

△ 434,346 △ 501,104     7,647 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

  5,960,566   5,983,133  5,996,391 

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要
な内訳(株) 
 新株予約権 

― ―     21,809 

普通株式増加数(株) ― ―     21,809 

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要 

新株予約権 
229個 

新株予約権 
702個 

― 

 

 

 

１０．重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 


